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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　魚種によって生育に必要とされる必須アミノ酸の要求量を含有させた魚類飼育用飼料に
おいて、該必須アミノ酸のうち、リジンの飼料中の含有量を、該必須アミノ酸の生育に必
要とされるアミノ酸の要求量の２０～５０％に調整したことを特徴とする魚類筋肉内脂質
含量を増加するための魚類飼育用飼料。
【請求項２】
　魚類飼育用飼料中のリジンの含有量が、飼料当たり０．４～２．２重量％に調整される
ことを特徴とする請求項１に記載の魚類筋肉内脂質含量を増加するための魚類養殖用飼料
。
【請求項３】
　魚類飼育用飼料が、養殖魚又は漁獲した天然魚の魚類筋肉内脂質含量を増加するための
飼育のための飼料であることを特徴とする請求項１又は２に記載の魚類筋肉内脂質含量を
増加するための魚類飼育用飼料。
【請求項４】
　請求項１又は２に記載の魚類筋肉内脂質含量を増加するための魚類飼育用飼料を用い、
養殖魚又は漁獲した天然魚の出荷前の飼育期間において、出荷前の２～７日の期間を該魚
類飼育用飼料を投与して飼育することにより、養殖魚又は漁獲した天然魚の筋肉内の脂質
含量を増加することを特徴とする飼育魚類の筋肉内脂質含量を増加する方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、養殖魚又は漁獲した天然魚を出荷するに際して、飼育により、該魚類の筋肉
内脂質含量を増加する方法及びそのための魚類飼育用飼料に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年わが国においては魚類の養殖が盛んに行われ、その飼料の研究も数多くなされてい
る。魚類の養殖用飼料の配合に際しては、各種飼料成分において、魚類における必須アミ
ノ酸の供給が重要となる。必須アミノ酸は、魚体内で生合成により供給することができな
いため、魚の生育には、飼料として外部から供給することが必要となる。魚類の必須アミ
ノ酸としては、スレオニン（Thr）、バリン(Val)、システイン(Cys)、メチオニン(Met)、
イソロイシン(Ile)、ロイシン（Leu）、チロシン（Tyr）、フェニルアラニン(Phe）、リ
ジン（Lys)、ヒスチジン（His）、アルギニン(Arg）が挙げられる。
【０００３】
　魚類の養殖において、各種海産重要魚類の生育に必要な必須アミノ酸要求量については
、飼育試験により調査され報告がなされている（Robert P. Wilson PROTEIN AND AMINO A
CID REQUIRMENTS OF FISHES:Ann. Rev. Nutr. 6:225-244,1986）。また、魚類飼料中の必
須アミノ酸のバランスが魚類の成長や、生化学的指標に対する影響についても報告されて
いる（Mar. Biotechnol., Vol. 14, No.5 p643-654,2012; Fisheries Sci. JST Vol. 68,
 No.3, p509-516,2002）。該報告では、例えば、試料中のアルギニン(Arg）や リジン（L
ys)の欠乏は、魚の生残率、日間成長率、飼料効率及びタンパク蓄積に悪影響を与えるこ
とが報告されている。また、飼料中の必須アミノ酸の量が魚の成長に及ぼす影響について
も報告されている。例えば、飼料中のリジン量を、７段階にかえてマスに与え、１２週間
の成長を観察したところ、１９ｇ／ｋｇでマスの成長増はプラトーに達したことが報告さ
れている。
【０００４】
　魚類の養殖において、飼料中に必須アミノ酸を添加、補強して、養殖魚の成長等を促進
する方法も開示されている。例えば、特開平７－３１３８０号公報には、フェザーミール
と魚粉をタンパク質源とした魚類用配合飼料において、メチオニンや、リジン、及び、ヒ
スチジンのような必須アミノ酸を添加、補強して、魚の成長度の良好な配合飼料を調製す
る方法が開示されている。また、特開平６－７０６９４号公報には、大豆タンパク質を主
タンパク質源とした植物タンパク質配合ヒラメ用飼料において、不足する必須アミノ酸成
分であるメチオニン及びリジンを添加して、飼料効率の良い、ヒラメ養殖用飼料を製造す
ることについて開示されている。これらはいずれも、魚類の養殖用飼料の配合に際して、
魚類の成長に必要な必須アミノ酸の量を補完或いは強化して、養殖魚類の成長の促進を図
ったものである。
【０００５】
　一方で、近年、魚類の養殖が盛んに行われる中で、各種飼料の研究がなされ、養殖魚類
の成長を促進するための飼料の開発も行われている。魚類の養殖において、養殖魚の成長
を早めるために、従来より、養魚飼料へ脂質の添加が行われており、また、そのような飼
料として、高脂肪含量の魚類の飼料の開示も種々なされている（特開平８－３８０６６号
公報、特開２００５－２７６１３号公報、特表２００３－５０１１０６号公報）。しかし
ながら、養殖魚類の飼育において、飼料として脂質高含量の飼料を与えると、脂質がその
まま魚類体内に取り込まれるため、天然魚に比較して、高品質の油脂を含有する養殖魚と
ならない問題がある。天然魚のような場合は、ある程度脂質含量が高い方が「脂が乗った
」状態になって食味が良くなるという評価になるが、養殖において、脂質含量の高い飼料
等により、脂肪分を付与すると、体脂肪が必要以上に高くなり、天然魚に比べ、その食味
において著しく劣るようになる。天然魚と養殖魚を比較すると、一般に養殖魚はその生育
環境の相違から、脂肪含有率が高く、肉質が軟らか過ぎる傾向があり、これが養殖魚の味
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が天然魚の味より劣る原因であると考えられている。
【０００６】
　このような養殖魚の食味を改善するために、従来は、養殖魚の出荷７～１０日前から餌
止めし、脂肪含有率を低減させる方法が採られている。しかし、この方法では餌止めによ
り体重が減少し、商品価格が低下する問題がある。そこで、これらの魚類の脂質蓄積等に
対する肉質の改善の方法が検討され、開示されている。例えば、特公昭６１－２２９３６
号公報には、ゼオライトの一種であるモルデナイト及びクリノプチライトを養魚用飼料に
添加して、該ゼオライトの吸着力を利用して消化器官内のアンモニアと脂肪を捕捉し、そ
の過剰摂取を防止する方法が、特開平７－８７９０１号公報には、ケイ酸の可溶化率が２
５％以上であり、かつ吸油量が１５０ml／１００ｇ以上の多孔質ケイ酸カルシウムを主成
分とする魚介類の肉質改善剤を養殖魚介類用飼料に添加し、魚介類の成長を抑制せずに筋
肉への体脂肪の蓄積を防止する方法が開示されている。
【０００７】
　また、特開２００１－６９９２３号公報には、緑茶、緑茶抽出物、茶殻を養殖魚用飼料
に添加して、養殖魚の脂質を改善して、養殖魚特有の脂ぽさを軽減し或いは除去する方法
が開示されている。しかし、これらの方法は、魚の脂肪含有率を低減させるものであるか
ら、天然魚の「脂が乗った」状態とは相違するものであり、天然魚のような食味の養殖魚
を提供するという観点からは、必ずしも満足のいくものとはなっていない。
【０００８】
　以上のように、近年、魚類の養殖が盛んに行われる中で、養殖技術やそのための養殖魚
用飼料の改良が種々なされているが、天然魚に匹敵する味覚の養殖魚を提供するという観
点からは、その養殖技術及びそのための飼料の更なる改良が望まれるところである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特公昭６１－２２９３６号公報。
【特許文献２】特開平６－７０６９４号公報。
【特許文献３】特開平７－３１３８０号公報。
【特許文献４】特開平７－８７９０１号公報。
【特許文献５】特開平８－３８０６６号公報。
【特許文献６】特開２００１－６９９２３号公報。
【特許文献７】特開２００５－２７６１３号公報。
【特許文献８】特表２００３－５０１１０６号公報。
【非特許文献】
【００１０】
【非特許文献１】Ann. Rev. Nutr. 6:225-244,1986。
【非特許文献２】Mar. Biotechnol., Vol. 14, No.5 p643-654,2012。
【非特許文献３】Fisheries Sci. JST Vol. 68, No.3, p509-516,2002。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の課題は、養殖魚又は漁獲した天然魚を出荷するに際して、該魚類の筋肉内脂質
含量を増加させ、食味及び食感の良好な「脂が乗った」状態の養殖魚又は漁獲した天然魚
を提供すること及びそのための魚類飼育用飼料を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく、鋭意検討する中で、魚類の養殖における必須ア
ミノ酸の要求量と、飼料中の必須アミノ酸の充足の関連についての研究において、魚種に
よって生育に必要とされる必須アミノ酸の要求量を含有させた魚類飼育用飼料において、
該必須アミノ酸のうち、リジンの飼料中の含有量を、生育に必要なアミノ酸の要求量以下
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に調整することにより、飼料として、高脂質の飼料を与えることなしに、飼育によって魚
類の筋肉内脂質含量を増加することができることを見出し、本発明を完成するに至った。
【００１３】
　すなわち、本発明は、魚種によって生育に必要とされる必須アミノ酸の要求量を含有さ
せた魚類飼育用飼料において、リジン以外の必須アミノ酸は、魚の生育のために必要なア
ミノ酸の要求量を充足させ、該必須アミノ酸のうち、リジンの飼料中の含有量を、生育に
必要なアミノ酸の要求量以下に調整することにより、魚類筋肉内脂質含量を増加するため
の魚類飼育用飼料を調製し、該魚類飼育用飼料を用い、養殖魚の出荷前の飼育期間におい
て、出荷前の２～７日の期間を該魚類飼育用飼料を投与して飼育することにより、養殖魚
の筋肉内の脂質含量を増加し、「脂が乗った」状態の養殖魚を提供することからなる。本
発明の方法は、養殖魚のみならず、天然魚にも適用することができ、漁獲した天然魚の出
荷前の２～７日の期間を該魚類飼育用飼料を投与して飼育することにより、食味及び食感
の良好な「脂が乗った」状態の魚を提供することができる。
【００１４】
　本発明の飼育魚類の筋肉内脂質含量を増加する方法は、高脂質の飼料を与えることなし
に、飼育によって魚類の筋肉内脂質含量を増加するものであるため、従来の方法のように
余分な脂肪の蓄積や、添加脂肪による脂肪の蓄積を回避することができ、天然飼育のよう
な自然な形での脂肪の蓄積が可能で、食味及び食感の良好な「脂が乗った」状態の養殖魚
又は漁獲した天然魚を提供することができる。また、本発明の飼育魚類の筋肉内脂質含量
を増加する方法は、本発明の魚類飼育用飼料を用い、出荷前の２～７日の期間を該魚類飼
育用飼料を投与して飼育するという、短期間の飼育処理を採用しているため、飼料中の必
須アミノ酸であるリジンを、生育に必要なアミノ酸要求量以下に調整していても、魚体重
に影響を及ぼすことなく、魚体の筋肉内の脂肪含量を５０％以上も高めることが可能であ
る。
【００１５】
　本発明の飼育魚類の筋肉内脂質含量を増加する方法で、リジンの欠乏で、魚体の筋肉内
に脂肪が蓄積される現象のメカニズムは、詳細には明らかではないが、脂肪酸酸化に関係
すると考えられる。該脂肪酸酸化において重要なステップである脂肪酸カルニチンを作る
ためのカルニチンはリジンから合成される。一方で、カルニチンからアセチルコリンなど
の合成に必要なアセチル基が供給されるため、正常な脂肪酸酸化においては常に一定量の
カルニチン補給が必要であるが、おそらく、短期間のリジン欠乏で一過性のカルニチン欠
乏状態に陥り、正常状態では常に起こっている脂肪酸の分解が起こらず、結果的に脂質が
蓄積するものと考えられる。また、リジンは、ケト原性アミノ酸（ケト基を供給するアミ
ノ酸）であり、解糖系や糖新生には加われないため、他のアミノ酸が十分に供給されてい
る場合には、糖代謝レベルには大きな影響を及ぼさないものと考えられ、短期間のリジン
欠乏では、体重に影響が出ないものと考えられる。
【００１６】
　本発明の魚類筋肉内脂質含量を増加するための魚類養殖用飼料において、リジンの飼料
中の含有量が、該必須アミノ酸の生育に必要とされるアミノ酸の要求量の２０～５０％に
低減されていることが好ましい。したがって、魚類の生育に必要なリジンのアミノ酸要求
量が飼料中２．１～２．２重量％である場合には、魚類飼育用飼料中のリジンの含有量が
、飼料当たり０．４～２．２重量％に調整されることが好ましい。本発明の飼育魚類の筋
肉内脂質含量を増加する方法は、養殖魚又は漁獲した天然魚にも適用することができ、養
殖魚又は漁獲した天然魚の出荷前の飼育期間において、出荷前の２～７日の期間、本発明
の魚類飼育用飼料を投与して飼育するという、短期間の飼育処理により、食味及び食感の
良好な「脂が乗った」状態の魚を提供することができる。
【００１７】
　すなわち、具体的には本発明は、［１］魚種によって生育に必要とされる必須アミノ酸
の要求量を含有させた魚類飼育用飼料において、該必須アミノ酸のうち、リジンの飼料中
の含有量を、該必須アミノ酸の生育に必要とされるアミノ酸の要求量の２０～５０％に調
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整したことを特徴とする魚類筋肉内脂質含量を増加するための魚類飼育用飼料や、［２］
魚類飼育用飼料中のリジンの含有量が、飼料当たり０．４～２．２重量％に調整されるこ
とを特徴とする上記［１］に記載の魚類筋肉内脂質含量を増加するための魚類養殖用飼料
や、［３］魚類飼育用飼料が、養殖魚又は漁獲した天然魚の魚類筋肉内脂質含量を増加す
るための飼育のための飼料であることを特徴とする上記［１］又は［２］に記載の魚類筋
肉内脂質含量を増加するための魚類飼育用飼料からなる。
 
【００１８】
　また、本発明は、［４］上記［１］又は［２］に記載の魚類筋肉内脂質含量を増加する
ための魚類飼育用飼料を用い、養殖魚又は漁獲した天然魚の出荷前の飼育期間において、
出荷前の２～７日の期間を該魚類飼育用飼料を投与して飼育することにより、養殖魚又は
漁獲した天然魚の筋肉内の脂質含量を増加することを特徴とする飼育魚類の筋肉内脂質含
量を増加する方法からなる。
【発明の効果】
【００１９】
　本発明は、本発明の魚類飼育用飼料を用い、養殖魚又は漁獲した天然魚に適用して、出
荷前の２～７日の期間を該魚類飼育用飼料を投与して飼育するという、短期間の飼育処理
により、魚体重に影響を及ぼすことなく、しかも、広い範囲の魚類に適用可能な、簡便な
処理で、魚体の筋肉内の脂肪含量を高めることが可能で、食味及び食感の良好な「脂が乗
った」状態の養殖魚又は漁獲した天然魚を提供することができる。また、本発明の飼育魚
類の筋肉内脂質含量を増加する方法は、高脂質の飼料を与えることなしに、飼育によって
魚類の筋肉内脂質含量を増加するものであるため、従来の方法のように余分な脂肪の蓄積
や、添加脂肪による脂肪の蓄積を回避することができ、天然飼育のような自然な形での脂
肪の蓄積が可能で、食味及び食感の良好な養殖魚又は漁獲した天然魚を提供することがで
きる。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明は、魚種によって生育に必要とされる必須アミノ酸の要求量を含有させた魚類飼
育用飼料において、リジン以外の必須アミノ酸は、魚の生育のために必要なアミノ酸の要
求量を充足させ、該必須アミノ酸のうち、リジンの飼料中の含有量を、生育に必要なアミ
ノ酸の要求量以下に調整することにより、魚類筋肉内脂質含量を増加するための魚類飼育
用飼料を調製し、該魚類飼育用飼料を用い、養殖魚の出荷前の飼育期間において、出荷前
の２～７日の期間を該魚類飼育用飼料を投与して飼育することにより、養殖魚の筋肉内の
脂質含量を増加し、「脂が乗った」状態の養殖魚を提供することからなる。
【００２１】
　魚類の必須アミノ酸としては、スレオニン（Thr）、バリン(Val)、システイン(Cys)、
メチオニン(Met)、イソロイシン(Ile)、ロイシン（Leu）、チロシン（Tyr）、フェニルア
ラニン(Phe）、リジン（Lys)、ヒスチジン（His）、アルギニン(Arg）が挙げられる。魚
種によって生育に必要とされる該必須アミノ酸の要求量は、Ann. Rev. Nutr., 6:225-244
に記載された“PROTEIN AND AMINO ACID REQUIRMENTS OF FISHES”の方法によって求める
ことができる。魚類のリジン要求量は、２．０～５．０重量％／飼料が要求される。例え
ば、ブリ（スズキ目アジ科）の場合には、５．０重量％／飼料が、マダイ（スズキ目スズ
キ亜目タイ科）の場合は、４．４重量％／飼料が、ヒラメ（カレイ目カレイ亜目ヒラメ科
）の場合は、４．６重量％／飼料が、ニジマス（サケ目サケ科）の場合は、２．１重量％
／飼料が、コイ（コイ目・コイ科）の場合は、２．２重量％／飼料が、要求される。
【００２２】
　本発明の魚類筋肉内脂質含量を増加するための魚類飼育用飼料においては、必須アミノ
酸のうち、リジンの飼料中の含有量が、上記アミノ酸の要求量以下に調整される。該リジ
ンの飼料中の含有量は、対象魚類に対して、生育に必要とされるアミノ酸の要求量の２０
～５０％に低減されていることが好ましい。飼料中のリジンの含量を調整するには、配合
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飼料のタンパク質原料の配合割合を調整してリジンの含有量を調整することにより行われ
るが、通常、魚類用飼料として用いられているものは、魚類の生育に必要な必須アミノ酸
の含量は確保されているから、該配合原料において、リジンを多く含む配合原料の配合割
合を調整して、リジンの飼料中の含有量を調整し、かかる調整要により、他の必須アミノ
酸量が不足する場合には、適宜該必須アミノ酸量を添加することによって調整するのが簡
便な方法である。
【００２３】
　本発明の飼育魚類の筋肉内脂質含量を増加する方法においては、本発明の魚類飼育用飼
料を用い、養殖魚又は漁獲した天然魚の出荷前の飼育期間において、出荷前の２～７日の
期間を該魚類飼育用飼料を投与して飼育することにより、養殖魚又は漁獲した天然魚の筋
肉内の脂質含量を増加することができる。本発明においては、本発明の飼料を用いて、出
荷前の上記短期間での飼育処理により、魚体の体重を減らすことなく、飼育魚類の筋肉内
脂質含量を増加することが可能となり、該処理期間より長い期間の飼育処理、例えば２０
日以上の飼育処理を行った場合には、必須アミノ酸の欠乏により、魚は死滅する。本発明
の飼育魚類の筋肉内脂質含量を増加する方法は、広い範囲の魚類に適用することができ、
該方法により、魚体の筋肉内の脂質含量を５０％以上増加することが可能である。
【００２４】
　以下に、実施例を挙げて、本発明を説明するが、本発明は該実施例に限定されるもので
はない。
【実施例１】
【００２５】
　ニジマスのアミノ酸要求量（表１）に基づいて，表２に示すように対照飼料および試験
飼料を作製した。
【００２６】
【表１】

【００２７】
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【表２】

【００２８】
　飼料のアミノ酸組成をアミノ酸分析計で測定したところ、表３に示すようなアミノ酸組
成が得られ、それぞれの充足率を算出すると表４に示すようにLysのみ大幅に欠乏してい
ることが明らかとなった。
【００２９】
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【表３】

【００３０】
【表４】

【００３１】
　これらの飼料を体長約２３ｃｍ，体重約２００ｇのニジマスに２及び７日間投与したと
ころ，表５に示すように対照群と試験群との間で体長及び体重のいずれも有意な差が認め
られなかった。
【００３２】
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【表５】

【００３３】
　筋肉の全脂質を抽出し、トリアシルグリセロールを測定したところ、表６に示すように
リジン欠乏食を与えた場合に、Kruskal Wallis検定で有意に脂質含量が高くなった。
【００３４】

【表６】

 
【実施例２】
【００３５】
　ゼブラフィッシュと近縁であるコイのアミノ酸要求量（表７）に基づいて、表８に示す
ように対照飼料および試験飼料を作製した。
【００３６】

【表７】

【００３７】
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【表８】

【００３８】
　飼料のアミノ酸組成をアミノ酸分析計で測定したところ、表９に示すようなアミノ酸組
成が得られ、それぞれの充足率を算出すると表１０に示すようにLysのみ大幅に欠乏して
いることが明らかとなった。
【００３９】
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【表９】

【００４０】
【表１０】

【００４１】
　これらの飼料を、毎日１０ｍｇずつ体重約０．３ｇのゼブラフィッシュに３及び６日間
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投与した（ｎ＝５）。表１１に示すように対照群と試験群との間で魚体重に有意な差は認
められなかった。
【００４２】
【表１１】

【００４３】
　筋肉の全脂質を抽出し、トリアシルグリセロールを測定したところ、表１２に示すよう
に、リジン欠乏食を与えた場合に、Kruskal Wallis検定で有意に脂質含量が高くなった。
 
【００４４】

【表１２】

【産業上の利用可能性】
【００４５】
　本発明は、本発明の魚類飼育用飼料を用い、養殖魚又は漁獲した天然魚に適用して、出
荷前の２～７日の期間を該魚類飼育用飼料を投与して飼育するという、短期間の飼育処理
により、魚体重に影響を及ぼすことなく、食味及び食感の良好な「脂が乗った」状態の養
殖魚又は漁獲した天然魚を提供する。また、本発明の飼育魚類の筋肉内脂質含量を増加す
る方法は、高脂質の飼料を与えることなしに、飼育によって魚類の筋肉内脂質含量を増加
するものであるため、従来の方法のように余分な脂肪の蓄積や、添加脂肪による脂肪の蓄
積を回避することができ、天然飼育のような自然な形での脂肪の蓄積が可能で、食味及び
食感の良好な養殖魚又は漁獲した天然魚を提供することができる。
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